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公的介助保証を要求する世田谷連絡会発行　連絡先5450－2861　HANDS世田谷気付
三年前に世田谷区は、「精神障害者」を除く、身体・知的障害者への区直営居宅介護事業所を廃止しました。区は、三年間で精神障害者についても民間事業所が十分に育ったとして、この９月末での区直営事業所完全閉鎖を打ち出しました。これに対して、介助連をはじめ、民間事業所等で「セーフティネットとしての公務員ヘルパー派遣継続」と「民間事業所の実態調査の実施」などを訴え区議会への陳情等の取り組みをしてきました。その過程で「精神障害者の地域生活の充実を求める連絡会」が結成されました。

９月７日、上記連絡会の世田谷区交渉を、山本施策推進課長、伊藤保健福祉課長が出席し行いました。以下は連絡会の要望書に対する文書回答要旨と交渉の報告です。

９月7日　「精神障害者の地域生活の充実を求める連絡会」の世田谷区交渉報告
１．≪ 早急に新たなセーフティネットの仕組みを作ること≫
区回答：区福祉緊急対応に関する実施要綱に基づき対応していく。区事業所廃止後も関係機関が支援を行う。事業者連絡会や地域自立支援協議会による事業者間のネットワークを活用し困難な事例に対応していく。
連絡会：「緊急要綱」は介助者の死亡などの緊急避難的「措置対応」だ。民間だけでは、困難ケースに行き詰ったりしたときなどへの対応ができない。今後170名もの人たちが退院してきたとき、区が受け皿になり、民間のバックアップ体制を早急に作る必要あり。
２．≪ 事業所、利用者、家族の実態調査を早急に行うこと≫
区回答：19年度の「障害者自立支援法実態調査」で事業所の状況を把握している。また、民間への移行等の過程で、必要な支援を丁寧に再確認し移行を進めている。
連絡会：その実体調査では事業所の厳しい運営状況は明らかになったが、「精神障害者」の受け入れについての現状と将来見通しについてもっときめ細かく調査すべき。
※先ごろ連絡会独自で実態調査をしました。現在集計中です。まとまりしだい区に提出し、公表します。
３．≪ 実態調査を踏まえたセーフティネットの体制整備ができるまでは区の事業所の廃止方針を見直し、少なくとも一定数の区の事業所を残すこと≫
区回答：区の事業所廃止は、「区のノーマライションプラン」の区と民間の役割分担を推進するとした方針に基づいたもの。区事業所廃止後も、利用者や民間事業者等の相談や支援の依頼には、必要に応じて関わっていく。
連絡会：現在24名のヘルパーが残るといっても、すべて本務は介護保険認定業務など。これでは退院促進が全く進まない。しかも4～5年後にはそのヘルパーもすべていなくなる。相談支援と現場対応の両方に区が最終責任を持つべき。
４．≪ 再度「身体介護」、「家事援助」類型の見直しの徹底をはかること≫
区回答：民間への移行に際し公平かつ適正に支給決定を行い今後も適切に対応していく。
連絡会：今回ある事業所が赤字経営に耐えられず廃止に追い込まれた。他事業所への移行に伴い、それまで何度の要望したが認められなかった、支給類型が急きょ「家事」から「身体」に変更した。区のやることは場当たり的だ。明らかにワーカーやセンター地区によっても対応が違う。会との確認内容を周知し、利用者の立場に立った対応をせよ。



























